
平成18年 7月19日平成18年11月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 株 式 会 社  共 立 上 場 取 引 所 東

コ ー ド 番 号 631 3 本社所在都道府県 東 京 都

（ＵＲＬ http://www.kioritz.co.jp ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 北 爪   靖 彦
問合せ先責任者 役 職 名 執 行 役 員 経 理 部 長

氏 名 栗 原   彪 Ｔ Ｅ Ｌ (     )0428 32－6112
中間決算取締役会開催日 平 成 18年  7月 19日 配 当 支 払 開 始 日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有（１単元  1,000株）

1. 18年 5月中間期の業績 （平成17年12月 1日～平成18年 5月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 5月中間期       20,559     7.2       1,312    93.6       1,594    53.4
17年 5月中間期       19,172     0.8         677   △24.9       1,039   △22.0

17年11月期       37,845－          745－        1,233－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

18年 5月中間期        1,126    52.8          16.34
17年 5月中間期          736   △11.9          10.69

17年11月期          714－          10.37

(注 )1.期中平均株式数 18年 5月中間期     68,931,618株 17年 5月中間期     68,955,326株
17年11月期     68,949,291株

2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 5月中間期       48,692       23,988     49.3        348.02
17年 5月中間期       45,452       22,271     49.0        323.01

17年11月期       46,242       23,289     50.4        337.83

(注 )1.期末発行済株式数 18年 5月中間期     68,926,440株 17年 5月中間期     68,949,711株
17年11月期     68,938,300株

2.期末自己株式数 18年 5月中間期        116,032株 17年 5月中間期         92,761株
17年11月期        104,172株

2. 18年11月期の業績予想 （平成17年12月 1日～平成18年11月30日）

売 上 高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円
通 期       39,500       1,300         900

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          13円 06銭

3. 配当状況

・ 現 金 配 当 １ 株 当 た り 配 当 金 ( 円 )

中 間 期 末 期 末 年 間
17年11月期 0.00 5.00 5.00
18年11月期(実 績 ) 0.00 －
18年11月期(予 想 ) － 5.00 5.00

(注 )18年 5月中間期末配当金の内訳 記念配当 － 円 － 銭 特別配当 － 円 － 銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 及 び 将 来 の 業 務 に 影 響 を 与 え る 不 確 実 な
要 因 に 関 わ る 本 資 料 発 表 現 在 に お け る 仮 定 を 前 提 と し て お り ま す 。 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ
っ て 大 き く 異 な る 結 果 と な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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(1)中間貸借対照表

（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別
増　減

科      目

(資  産  の  部) % % %

Ⅰ流  動  資  産

現 金 預 金 1,410 1,695 285 1,779

受 取 手 形 682 640 △ 41 151

売 掛 金 12,607 13,730 1,123 12,072

有 価 証 券 125 265 139 165

短 期 貸 付 金 2,469 1,932 △ 537 1,881

た な 卸 資 産 6,391 6,302 △ 89 6,331

繰 延 税 金 資 産 56 105 48 107

そ の 他 561 1,577 1,015 1,096

貸 倒 引 当 金 △ 1 - 1 △ 1

流 動 資 産 合 計 24,302 53.5 26,249 53.9 1,946 23,583 51.0

Ⅱ固  定  資  産

建 物 ・ 構 築 物 4,407 4,187 △ 219 4,298

機 械 装 置 2,096 2,313 217 2,137

工 具 器 具 備 品 他 1,613 1,624 11 1,614

土 地 4,697 4,697 0 4,697

建 設 仮 勘 定 123 203 79 150

有形固定資産合計 12,939 28.5 13,027 26.8 88 12,898 27.9

124 0.2 110 0.2 △ 13 120 0.3

投 資 有 価 証 券 4,152 5,536 1,383 5,862

関 係 会 社 株 式 2,904 2,904 0 2,904

関 係 会 社 出 資 金 216 216 0 216

長 期 貸 付 金 551 551 0 551

滞 留 営 業 債 権 1,181 1,171 △ 10 1,181

繰 延 税 金 資 産 150 - △ 150 -

そ の 他 の 投 資 等 152 138 △ 13 147

貸 倒 引 当 金 △ 1,222 △ 1,214 8 △ 1,224

投資その他の資産合計 8,087 17.8 9,305 19.1 1,217 9,639 20.8

固 定 資 産 合 計 21,150 46.5 22,443 46.1 1,293 22,658 49.0

45,452 100.0 48,692 100.0 3,239 46,242 100.0

構成比 金 額

前 中 間 期

(平成17年５月31日現在) (平成18年５月31日現在) (平成17年11月30日現在)

構成比金 額金 額 構成比

前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表

当 中 間 期

中 間 財 務 諸 表 等

金 額

  資   産   合   計

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

有 形 固 定 資 産
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（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別
増　減

科      目

(負  債  の  部) % % %

Ⅰ流  動  負  債 

支 払 手 形 3,471 2,778 △ 693 2,889

買 掛 金 6,856 7,448 592 6,226

短 期 借 入 金 5,820 6,907 1,087 5,522

一年以内返済長期借入金 500 500 0 500

未 払 法 人 税 等 285 463 178 228

未 払 費 用 1,669 1,666 △ 3 1,917

そ の 他 の 流 動 負 債 315 543 227 667

流 動 負 債 合 計 18,918 41.6 20,308 41.7 1,389 17,952 38.8

Ⅱ固  定  負  債

長 期 借 入 金 500 300 △ 200 800

繰 延 税 金 負 債 - 441 441 500

退 職 給 付 引 当 金 3,679 3,540 △ 138 3,602

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 82 114 32 97

固 定 負 債 合 計 4,262 9.4 4,396 9.0 134 5,001 10.8

負  債  合  計 23,181 51.0 24,704 50.7 1,523 22,953 49.6

金 額 構成比金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

当 中 間 期
前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表

前 中 間 期

(平成17年５月31日現在) (平成18年５月31日現在) (平成17年11月30日現在)
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（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別
増　減

科      目

(資  本  の  部) % % %

Ⅰ資   本   金 5,207 11.5 － － － 5,207 11.3

Ⅱ資本剰余金

資 本 準 備 金 6,273 － － 6,273

資 本 剰 余 金 合 計 6,273 13.8 － － － 6,273 13.6

Ⅲ利益剰余金

利 益 準 備 金 639 － － 639

任 意 積 立 金 5,558 － － 5,558

　　固定資産圧縮積立金 1,567 － － 1,567

　　別　途　積　立　金 3,991 － － 3,991

中間(当期)未処分利益 3,366 － － 3,344

 （うち中間(当期)純利益） ( 736) ( － ) － ( 714 )

利 益 剰 余 金 合 計 9,564 21.0 － － － 9,542 20.6

Ⅳ 1,246 2.7 － － － 2,289 4.9

Ⅴ自  己  株  式 △ 19 － － △ 23

       資   本   合  計 22,271 49.0 － － － 23,289 50.4

    負 債 ･ 資 本 合 計 45,452 100.0 － － － 46,242 100.0

(純　資　産  の  部)

Ⅰ 株　主　資　本

1資本金 － － 5,207 10.7 － － －

2資本剰余金

(1) 資 本 準 備 金 － 6,273 － －

資 本 剰 余 金 合 計 － － 6,273 12.9 － － －

3利益剰余金

(1) 利 益 準 備 金 － 639 － －

(2) そ の 他 利 益 剰 余 金 － 9,684 － －

　　固定資産圧縮積立金 － 1,520 － －

　　別　途　積　立　金 － 3,991 － －

　　繰越利益剰余金 － 4,172 － －

利 益 剰 余 金 合 計 － － 10,323 21.2 － － －

4自  己  株  式 － △ 28 － －

株 主 資 本 合 計 － － 21,776 44.7 － － －

Ⅱ 評価・換算差額等

1その他有価証券評価差額金 － 2,155 － －

2繰延ヘッジ損益 － 56 － －

評価・換算差額等合計 － － 2,211 4.6 － － －

       純資産合計 － － 23,988 49.3 － － －

    負 債 ･ 純 資 産 合 計 － － 48,692 100.0 － － －

前 中 間 期 当 中 間 期
前 事 業 年 度
要 約 貸 借 対 照 表

(平成17年５月31日現在) (平成18年５月31日現在) (平成17年11月30日現在)

金 額 金 額 構成比金 額 構成比 金 額 構成比

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金



株式会社  共立【単独】

 

(2)中間損益計算書

（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

期    別

増　減

科      目

金    額 金    額 金    額 金    額

% % %

売 上 高 19,172 100.0 20,559 100.0 1,386 37,845 100.0

売 上 原 価 15,180 79.2 15,890 77.3 709 29,957 79.2

売  上  総  利  益 3,992 20.8 4,669 22.7 676 7,888 20.8

販売費及び一般管理費 3,314 17.3 3,356 16.3 42 7,143 18.9

営  業  利  益 677 3.5 1,312 6.4 634 745 1.9

営 業 外 収 益 429 2.2 424 2.1 △ 4 624 1.7

営 業 外 費 用 67 0.3 142 0.7 74 136 0.3

経  常  利  益 1,039 5.4 1,594 7.8 555 1,233 3.3

特 別 利 益 8 0.0 11 0.0 2 8 0.0

特 別 損 失 51 0.3 50 0.2 0 290 0.8

997 5.2 1,556 7.6 558 952 2.5

258 1.3 435 2.1 177 340 0.9

2 0.0 △ 5 0.0 △ 7 △ 102 △ 0.3

736 3.8 1,126 5.5 389 714 1.9

2,629 - - 2,629

3,366 - - 3,344

百分比

税引前中間（当期）純利益

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

前 事 業 年 度
要 約 損 益 計 算 書

至 平成17年５月31日

自 平成16年12月１日

前 中 間 期 当 中 間 期

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

中間(当期)未 処 分 利 益

自 平成17年12月１日

至 平成18年５月31日

自 平成16年12月１日

至 平成17年11月30日

百分比 百分比
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（３）【中間株主資本等変動計算書】

当中間会計期間（自平成17年12月1日　　　至平成18年5月31日）
（単位：百万円  百万円未満切捨表示）

固定資産
圧縮積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成 17年 11月30日残高
5,207 6,273 － 6,273 639 1,567 3,991 3,344 9,542 △ 23 20,999

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩し
     △ 46  46 －  －

剰余金の配当
       △ 344 △ 344  △ 344

中間純利益
       1,126 1,126  1,126

自己株式の取得
         △ 4 △ 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）           

中間会計期間中の変動額合計
－ － － － － △ 46 － 828 781 △ 4 776

平成 18年 5月31日残高
5,207 6,273 － 6,273 639 1,520 3,991 4,172 10,323 △ 28 21,776

平成 17年11月30日残高
2,289 － 2,289 23,289

中間会計期間中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩し
   －

剰余金の配当
   △ 344

中間純利益
   1,126

自己株式の取得
   △ 4

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） △ 134 56 △ 78 △ 78

中間会計期間中の変動額合計
△ 134 56 △ 78 698

平成 18年 5月31日残高
2,155 56 2,211 23,988

純資産合
計その他有

価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

評価・換
算差額等
合計

評価・換算差額等

自己株式
株主資本
合計

株主資本

その他利益剰余金
利益準備
金

利益剰余金

利益剰余
金合計

資本金

資本剰余金

資本準備
金
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法 

（２）その他有価証券 

①時価のあるもの…………………中間決算末日の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法、売却原価は移動平均法により算定） 

②時価のないもの…………………移動平均法による原価法 

２．デリバティブ………………………時価法 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・商品・仕掛品………………総平均法による原価法 

原材料・補用部品・貯蔵品………最終仕入原価法による原価法 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産………………………定率法 

※平成10年 4月 1日以降に新規取得した建物(建物附属設備を除く)

の償却方法は定額法によっております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物及び構築物  ３～50年 

機械装置及び工具器具備品 ２～20年 

無形固定資産………………………定額法 

ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金……………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込み額に基づき、当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しております。 

 数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌期より費用処理することとしております。 

               過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定額法によって費用処理しております。 

（３）役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づき中間

期末における要支給額を計上しております。 

（４）補用部品在庫調整引当金…生産を中止した製品のアフターサービス用に保有する補用部品在庫の 

               うち、将来、廃棄処分が予測される額を、法人税基本通達9-1-6の 2 

               の規定により計上しております。 
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６．外貨建ての資産及び負債の本邦通貨の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理を

しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外

貨建金銭債権債務等については振当処理を、特例処理の条件を充たして

いる金利スワップについては特例処理を行っております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ａ．ヘッジ手段…為替予約取引及び通貨オプション取引 

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務 

ｂ．ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金 

ｃ．ヘッジ手段…コモディティスワップ取引 

ヘッジ対象…原材料 

 

③ヘッジ方針 業務遂行上発生する為替リスク、金利変動リスク、購入資材価格の変動

リスクを削減又は回避するためにヘッジ取引を行っております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象とヘッジ取引の相場変動を比率分析によって測定し、有効性

の評価をしております。ただし特例処理によっている金利スワップにつ

いては有効性の評価を省略しております。 

 

９．消費税及び地方消費税の会計処理方法 

税抜方式により行なっております。 

 

  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 

[固定資産の減損に係る会計基準] 

当中間会計期間から、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成１４年８月９日）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成１５年１０月３１日））を適用しております。なお、これによる損益に与える影響はありま

せん。 

[役員賞与引当金に関する会計基準] 
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（中間貸借対照表関係）
（単位：百万円   百万円未満切捨表示）

１． 有形固定資産減価償却累計額 28,127 １． 有形固定資産減価償却累計額 28,408 １． 有形固定資産減価償却累計額 28,561

２． 担保に供している資産 ２． 担保に供している資産 － ２． 担保に供している資産

(1)有形固定資産 1,783 (1)有形固定資産 1,757 (1)有形固定資産 1,760

280 474 468

３． 保証債務 6,230 ３． 保証債務 6,019 ３． 保証債務 3,254

４． 受取手形割引高 500 ４． 受取手形割引高 682 ４． 受取手形割引高 500

５． 消費税等の取扱い ５． 消費税等の取扱い

（中間損益計算書関係） （単位：百万円   百万円未満切捨表示）

１． 営業外収益のうち主要なもの １． 営業外収益のうち主要なもの １． 営業外収益のうち主要なもの

82 93 178

267 306 306

50

２． 営業外費用のうち主要なもの ２． 営業外費用のうち主要なもの ２． 営業外費用のうち主要なもの

49 49 100

86

３． 特別利益のうち主要なもの ３． 特別利益のうち主要なもの ３． 特別利益のうち主要なもの

5 11 5

2 3

４． 特別損失のうち主要なもの ４． 特別損失のうち主要なもの ４． 特別損失のうち主要なもの

51 50 130

158

５． 減価償却実施額 ５． 減価償却実施額 ５． 減価償却実施額

652 685 1,458

受 取 利 息 受 取 利 息

受 取 配 当 金

支 払 利 息

為 替 差 損

注 記 事 項

(2)投資有価証券

前 中 間 期

為 替 差 益

支 払 利 息

当 中 間 期

投 資 有 価 証 券 売 却 益

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 除 却 損固 定 資 産 除 却 損

環 境 対 策 費 用

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産 除 却 損

前 中 間 期 当 中 間 期

貸 倒 引 当 金 戻 入

受 取 配 当 金

貸 倒 引 当 金 戻 入

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の
うえ、流動資産の「その他の流動資産」
に含めて表示しております。

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の
うえ、流動資産の「その他の流動資産」
に含めて表示しております。

(2)投資有価証券(2)投資有価証券

貸 倒 引 当 金 戻 入

有 形 固 定 資 産

前 事 業 年 度

受 取 利 息

前 事 業 年 度

投 資 有 価 証 券 売 却 益

支 払 利 息

受 取 配 当 金
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（リース取引関係） 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係）  

前中間期末(平成 17 年 5 月 31 日現在)、当中間期末(平成 18 年 5 月 31 日現在)及び前事業年度末(平成

17年 11月 30日現在)において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 


